






くrightsas to control and management），財産的権利（proprietaryrights), 








































める州が多いが（Alabama, Arkansas, Florida, Idaho, Illinois, Maine, 
Michigan, Nevada, New Jersey, New York, Ohio, Oklahoma, Tennes配 e
等〉， 基礎定款に別段の定なきかぎり新株引受権を否認する州もあることは注










JONES v. MORRISON 


























CROSBY v. STRATTON 
1902, 17 Colo. A. 212, 68 Pac. 130. 























































































票をしたことを必要とし（Arizona,Maine, Maryland, Massachusetts, Mi-























会社の株主は適当な時期に（atthe proper time），適当な場所で（atthe 
proper place），適当な目的のためにくforproper purposes），その会社の帳簿書
















































ALABAMA GAS CORPORATION et al. v. MORROW 
1957, 265 Ala. 604, 93 So. 2d 515. 












Rule X 14 Aー のの下では認められないと主張して上訴した。
〔判旨〕 Lawson判事…・・会杜の帳簿および記録を閲覧したり調査したり





















































































しうる旨の規定をおく傾向にある (Califolnia, Connecticut, Delaware, 
Kentucky, Maine., Maryland, Michigan, Minnesota, Missouri, Montana, 
Nevada, New Jersey, New York, Ohio, Oregon, Pennsylvania, Rhode 
Island, Texas, Wisconsin等〉。
〔27〕 株主は特定の個人的利益のために代表訴訟を提起しえない。
SHICK et al. v. RIEMER et al. 
1953,-Mo. App.-263 S. W. 2d 51. 
〔事実〕 これは原告 HarrySchickと WalterEnnisにより被告 Francis
Riemer, Carl J Stay, F Lee Riemerおよび GenuineMotor Parts, Incに
対する訴訟で，支払済の給与および賞与を回復することが目的である。 Riemer
等が勝訴し，そこで Schickおよび Ennisが上訴した。
Genuine Motor Parts Inc. （これから会社という〉は1940年に設立された。
1944年会社は株式1000株を発行し，その株式は社外株であった。その株式の保
有関係は FrancisRiemer 507株， CarlJ. Stay 255株， HarrySchick 122U株
Walter Ennis 122U株， FLee Riemer 3株であった。そして FrancisRiemer, 
Carl J. Stay, F Lee Riemerは会社の取締役であり，また業務担当役員であ
- 34-
-234-
った。彼らは Schickと Ennis に相談しないて、， 自分らの給与と賞与を決定










































く，会社の利益を害するものである。 何故ならば Schickと Ennisは直接個
人的に不当に流用されたといわれる資金の彼らの分前の回復を要求しているか
らであり，かかるやり方では上述の資金は会社のために会社の金庫に返済され





AMES v. AMERICAN TELEPHONE & TELEGRAPH CO. 
1909, 166, Fed. 820. 
〔事実〕 Telephone, Telegraph & Cable Co.の一株主として，原告は被
- 36 
-232-
告 AmericanTelephone & Telegraph Co.に対し， シヤ｛マン反トラスト
法（ShermanAnti-Trust Act）によって， 3倍の損害賠償額を回復する訴訟



















主が訴訟を提起する権利については， Smith対 Hurdet al (12 Metc.(Mass.) 














GORDON v. ELLIMAN et al. 
1954, 306 N. Y. 456, 119 N. E. 2d 331. 
〔事実〕 これは原告 AdaGordonにより HotelBarbizon, Inc., LaurernごE
B. Ellimanその他の被告に対して， 会社株式の配当宣言を強制するためにな
された訴訟で、あった。原告に訴訟費用の担保（scuri ty for costs）を提供させ
るための申立が認められ，原告は上訴した。命令は確定した。原告は会社株式
























































































injunction or interlocutory injuction）の附与を求めうるのであるから，実質上
大差はないと解する。
（本号の判例は Dillavouand Howard ; Principles of Business Law, 1955. Lusk ; Business 
Law, 1959.から採択したものである〉。
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